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平成 25 年度防衛省全国情報施設協議会 
 

総 会 日 程 
 

 

平成２５年 ７月３０日（火） 
 

（１）監  査  会      時間：14時 30 分～15時 00分 

              場所：都市センターホテル  ７Ｆ ７０６号室 

 

（２）総     会 

 

 １．会  議         時間：15時 00 分～ 

              場所：都市センターホテル  ７Ｆ ７０６号室 

  (1) 開 会 

   ①会長あいさつ 

   ②来賓あいさつ 

          防衛省情報施設振興議員連盟会長（衆議院議員）  細 田  博 之  様 

 

   ③来 賓 紹 介 

 

④講 演  

「演題：基地関係予算の現状と課題について」 

講師：総務省自治税務局固定資産税課 課長補佐 植 松 永 次 様 

 

  (2) 議 事 

   ①議案審議 

     議案第１号 平成２４年度 事業報告 

議案第２号 平成２４年度 収支決算報告 

     議案第３号 平成２５年度 運動方針(案) 

     議案第４号 平成２５年度 事業計画(案) 

     議案第５号 平成２５年度 収支予算(案) 

     議案第６号 防衛省全国情報施設協議会会則の一部を改正する会則(案) 

     議案第７号 役員改選 

 

  (3) 閉 会 

 

 ２．意見交換会      時間：17時 00 分～ 

    場所：都市センターホテル ６Ｆ ６０１号室 
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平成２５年度 防衛省全国情報施設協議会総会出席者名簿 
 

ブロック名 施 設 名 所在市町村議会名 職  名 氏    名 備 考 

北海道 
稚 内 分 屯 基 地 稚 内 市 議 会 

議 長 岡 本 雄 輔 会 長 

 事務局長 高 橋 清 一  

 
当 別 分 屯 基 地 当 別 町 議 会 

議 長 髙 谷   茂 理 事 

 係 長 浦 島  卓  

 網 走 分 屯 基 地 網 走 市 議 会 副 議 長 山 田 庨司郎  

東 北 
大 湊 分 屯 基 地 む つ 市 議 会 

議 長 山 本 留 義 理 事 

 事務局主事 山 本  翼  

 山 田 分 屯 基 地 山 田 町 議 会 議 長 昆   暉 雄 理 事 

 
加 茂 分 屯 基 地 男 鹿 市 議 会 

議 長 吉 田 清 孝 副会長 

 事務局長 杉 本  光  

関 東 

中 部 
輪 島 分 屯 基 地 輪 島 市 議 会 

議 長 漆 谷 豊 和 副会長 

事務局長 西 山 豊 一  

 
小 舟 渡 通 信 所 新発田市議会 

議 長 斎 藤   明  

 事務局長 白 田 久 由  

 佐 渡 分 屯 基 地 佐 渡 市 議 会 議 長 祝   優  雄  

 
大 井 通 信 所 ふじみ野市議会 

議 長 有  山   茂 監 査 

 事務局長 山 崎  弘  

 
峯岡山分屯基地 单房総市議会 

議 長 真 木 利 幸  

 事務局長 渡 邉  満  

 
御前崎分屯基地 御前崎市議会 

議 長 西 島 昌 和 理 事 

 事務局長 栗 林 清 和  

近 畿 

中  国 
高尾山分屯基地 松 江 市 議 会 

議 長 三 島 良 信 副会長 

事務局長 小 山  厚  

 
見 島 分 屯 基 地 萩 市 議 会 

議 長 柴 田 保 央 監 査 

 調査係長 村 本 行 繁  

九 州 
福江島分屯基地 五 島 市 議 会 

議 長 荒 尾 正 登 副会長 

 事務局長 山 田  栄  

 
高畑山分屯基地 串 間 市 議 会 

議 長 田 上 俊 光  

 事務局長 佐 藤 強 一  

 
太 刀 洗 通 信 所 筑 前 町 議 会 

議 長 宮 原  均 理 事 

 事務局長 松 尾 政 記  

沖 縄 
宮古島分屯基地 宮古島市議会 

議 長 平  良   隆 理 事 

 事務局長 荷川取  辰 美  

 
与座岳分屯基地 糸 満 市 議 会 

議 長 上  原   勲  

 事務局長 金 城 義 朗  

全 国 町 村 議 長 会 
企画調整部長 櫻 田 順 一  

主 事 涌 本 崇 正  

稚 内 市 議 会 事 務 局 
主 査 山 川 忠 行  

主 任 田 中 昌 明  
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議案第１号 

事  業    報    告 
 

                                                      自 平成２４年 7 月２７日  

                                                      至  平成２５年 7 月３０日  

平成２４年 

７月２７日    監査会（東京都 日本都市センター会館） 

                 岡本会長立ち会いのもと、監事により平成 23年度の本協議会の会計                

監査を行い、予算執行が適正であることが認められた。 

  同   日   理事会（東京都 日本都市センター会館） 

         総会の議事進行等運営について協議を行った。 

  同   日  総会（東京都 日本都市センター会館） 

  21 市町議長等 40 名が出席。来賓として細田博之議連会長に御臨席

を賜ったほか、議員連盟役員の代理として秘書の方々がご出席された。 

        岡本会長のあいさつの後、細田博之議連会長より御祝辞を頂戴した。  

         議事に入り、平成 23年度会務報告、同収支決算報告、平成 24年度

運動方針(案)、同事業計画(案)、同収支予算(案)について、すべて原

案のとおり認定及び可決された。 

総会終了後、同会館で意見交換会を開催し、会員の連携強化と議員

連盟の協力を得て今後の活動を更に推進することとされた。 

 ８月 ８日  協議会への加入再要請 

  未加入の鹿児島県薩摩川内市議会へ加入要請文を再送付した。 

１０月１２日   協議会へ佐渡市議会が加入 

         新潟県佐渡市議会が平成 25年度から協議会へ加入する旨の回答が

あった。 

１０月１６日   北海道当別町長、当別町議会議長を訪問（会長による） 

  泉亭当別町長及び理事の高谷当別町議会議長を表敬訪問し、レーダ

ーサイト等についての情報交換を行った。 

１０月２３日  正副会長会議・役員会（東京都 全国町村議員会館） 

  正副会長会議の後、理事及び監査を含めた役員会を開催し、要望活

動及び要望書の内容等について協議した。会議には、役員市町議会議

長 10 名のほか、各事務局及び全国町村議会議長会事務局などから合

計 21名が出席した。 

同  日  防衛省情報施設振興議員連盟に対する要望活動 

                岡本会長はじめ役員会全員により、細田博之会長ほか防衛省情報施

設議員連盟の要職者などに対し、平成 25年度予算編成に向けた要望活

動として、「基地交付金の増額及び地上電波測定装置等の早期整備に関

する要望書」を提出した。 

 



- 4 - 

１０月２３日   役員全員による中央要望活動 

         役員会出席者全員で議員会館において防衛省情報施設振興議員連盟

役員16名のほか、佐藤正久参議院議員及び五十嵐ふじみ野市議会議長

の紹介により小沢一郎衆議院議員並びに小宮山泰子衆議院議員へ要望。

引続き、総務省自治税務局や防衛省防衛政策局に対しても要望活動を

行った。 

１０月２５日   「国民の生活が第一」より要望活動に対する回答書受理 

         国民の安心・安全を確保するため固定式警戒管制レーダー及び通信

施設等の更新は必要。また、平成 25年度の予算概算要求では平成 24

年度比、10億円増額で要求しているとの回答書を受理した。 

１０月３０日  総務省が「平成 24年度基地交付金及び調整交付金」交付額を発表 

         総額で対前年度比と同額の 335 億 4 千万円が確保された。本協議会

会員 29市町村全体としては、3憶 6,920万 4千円と対年度比 772万 3

千円と 2.1ポイント増額交付された。 

１１月 １日  協議会ホームページを開設 

         当協議会の概要や活動周知、情報発信を目的に「全国町村議会議長

会」のホームページ内に協議会のホームページを新たに開設した。 

１１月 ６日   埼玉県ふじみ野市長、ふじみ野市議会議長を訪問（会長による） 

  高畑ふじみ野市長及び監査の五十嵐ふじみ野市議会議長を表敬訪

問し、協議会の重要性に対して情報交換をした。 

１１月 ７日   小宮山泰子衆議院議員会館事務所を訪問（会長による） 

１１月１５日   総務省自治税務局固定資産税課を訪問（会長による） 

１１月１６日  防衛省三幕表敬訪問（会長による） 

         統合幕僚長、航空幕僚長、海上幕僚長、情報本部部長及び陸上幕僚

副長を表敬訪問した。 

１１月２６日   太刀洗
たちあらい

通信所（福岡県筑前町）を訪問（会長・宮原理事による） 

  会長並びに理事の宮原筑前町議会議長とともに太刀洗通信所を視

察した。 

１１月２７日   脊振山
せふりさん

分屯基地（佐賀県神埼市）を訪問（会長・片江理事による） 

  会長並びに理事の片江神埼市議会議長とともに脊振山分屯基地を

視察した。 

 

平成２５年 

 ２月 ６日  衆議院議員会館～防衛省情報施設振興議員連盟役員等を訪問（会長による） 

 細田博之会長、町村信孝顧問、二階俊博顧問、谷川弥一幹事、北村

茂男幹事(総務大臣政務官)の各事務所のほか、今津 寛衆議院議員(北

海道６区)事務所を訪問した。 

２月 ７日  正副会長意見交換会（東京都） 

        平成２５年度における協議会の運営等について意見交換を行った。 
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２月 ７日  衆参議院議員会館～防衛省情報施設振興議員連盟役員他を訪問 

（会長による） 

 金田勝年幹事、江渡聡徳幹事の各事務所を訪問した。また、武部 新

衆議院議員(北海道 12区)、佐藤正久参議院議員(防衛大臣政務官：比

例区)及び宇都隆史参議院議員(比例区：航空自衛隊稚内分屯基地勤務

経験)事務所を訪問し議連への参加と協力を要請した。 

同  日  総務省自治税務局固定資産税課を訪問（会長による） 

 植松固定資産税課長補佐他２名と面談した。基地交付金の経緯と実

情について確認し共通認識を持つとともに、今後の協力について依頼

した。 

同  日  北村茂男総務大臣政務官(議連：幹事)を訪問（会長・大宮副会長） 

 会長並びに副会長の大宮輪島市議会議長が、北村茂男総務大臣を表

敬訪問し、総務大臣政務官室で意見交換を行った。 

 同  日  鹿児島県薩摩川内市議会 瀬尾和敬議長へ協議会への加入要請 

（会長による） 

  全国市議会議長会基地協議会総会終了後、協議会への参加要請を行

った。 

２月２０日  協議会への加入要請 

  未加入の北海道石狩市議会へ加入要請文を送付した。 

 ２月２８日  北海道石狩市議会議長を訪問し、協議会への参加要請（会長による） 

高田石狩市議会議長を表敬訪問し、協議会への参加要請を行った。 

 ４月１５日  当別分屯基地（北海道当別町）視察が中止に（会長・高谷理事による） 

         会長が当別町を訪れ、理事の高谷当別町議会議長とともに航空自衛

隊当別分屯基地の視察を予定していたが、北朝鮮の諸問題により中止

となった。 

 ４月１９日  防衛大臣・事務次官を訪問（会長による） 

 防衛省において小野寺五典(いつのり)防衛大臣と西 正典事務次官をそ

れぞれ表敬し、意見交換を行った。 

 ５月１０日  航空自衛隊大湊分屯基地、むつ市議会・むつ市長を訪問（会長による） 

 むつ市の航空自衛隊大湊分屯基地を視察したほか、むつ市議会・む

つ市長も表敬訪問した。特に、当協議会のＯＢでもある宮下むつ市長

との表敬では、むつ市議会副議長も同席し意見交換を行った。 

 ７月 １日   役員会（五島市 観光ビルはたなか） 

 ７月 ２日   福江島分屯基地（長崎県五島市）を視察（役員による） 

         五島市で開催した役員会終了後、役員により福江島分屯基地を訪れ、

視察を行った。 
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議案第２号 

平成２４年度 収支決算報告書 
 

 

○ 収 入                             （単位：円） 

項 目 予算額 決算額 差 引 説   明 

会     費 580,000 580,000 0 
平成 24年度会費 

29議会×20,000 

負 担 金 300,000 375,000 75,000 

総会意見交換会出席者負担金 

出席者 30人×10,000 

役員会意見交換会出席者負担金 

出席者 15人×5,000 

預 金 利 息 964 78 △886 預金利息 

繰 越 金 483,036 483,036 0 前年度繰越金 

計 1,364,000 1,438,114 74,114  

 

○ 支 出                             （単位：円） 

項 目 予算額 決算額 差 引 説   明 

会 議 費 700,000 616,462 83,538 
総会・意見交換会 545,377        

正副会長会議・役員会 71,085 

事 業 費 186,000 124,000 62,000 

要望・加入促進活動費       47,350 

ホームページ開設経費     73,500 

ホームページ新聞記事掲載著作権料     3,150 

事 

務 

費 

事務委託費 170,000 170,000 0 全国町村議会議長会 

印刷製本費 30,000 18,000 12,000 総会会議資料印刷代 

役 務 費 20,000 13,190 6,810 切手代ほか 

事 務 雑 費 20,000 15,057 4,943 
事務用品代     13,062 

振込手数料         1,995 

予 備 費 238,000 0 238,000  

計 1,364,000  956,709 407,291  

 

○ 収支 （収入）1,438,114円―（支出）956,709円＝（差引）481,405円 

                         平成２５年度へ繰り越し 
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議案第３号 

平成２５年度 運動方針（案） 

 

１．運動目標 

 レーダーサイト及び特定の通信所を対象とする「基地交付金」の予算

増額に向け、防衛省情報施設振興議員連盟及び全国市議会議長会基地協

議会との連携を密にしながら、今後の運動を積極的に推進する。 

 特に、長期に渡り景気低迷が続くなか、国から地方への分権の流れは

着実に進んでいるが、近年の国際情勢を注視すると、国防における情報

施設の重要性が強く認められている。このことからも、今後も継続して

固定資産税の代替的性格である基地交付金の確保に向け、要望運動をは

じめとする強力な運動を展開する必要がある。 

 また、航空機やミサイルサイトの管制波及び警戒波などの電子情報並

びに通信用電波の交信情報を収集測定する地上電波測定装置の設置要望

活動が実を結び、現在、五島市福江島分屯基地において、その配備が進

められているところであり、今後も他国からの脅威に対しさらに警戒監

視を強化し日本全国民の安心・安全を保障するため、地上電波測定装置

の他地域への早期設置やレーダーサイト等情報施設の能力向上のため整

備更新について要望する。 

 なお、現在、３０市町村議会で本協議会を構成しているが、今後も会

員相互の連携を深めるとともに会員の増強を図っていく。 

 

２．運動方法 

 運動目標達成のため、総務省及び防衛省等の関係機関に対して、予算

概算要求時や予算編成時の機会をとらえ、要望運動を行うとともに、本

協議会会員のさらなる結束を図る。 
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議案第４号 

平成２５年度 事業計画（案） 

 

開 催 日 会 議 名 協 議 事 項 等 

 

平成２５年 

７月３０日 

 

 

 

 

 

 

 

監査会 

平成２５年度総会 

（於：都市センターホテル） 

 

 

 

 

 

 

 

平成 24年度事業・収支決算報告 

平成 25 年度運動方針（案）、

事業計画（案）、収支予算（案）

等の審議 

 

 

 

 

 

 

平成２５年 

１０～１１月中旪 

 

 

 

役員会並びに防衛省情報施設振

興議員連盟との要望懇談及び総

務省への要望活動 

（於：東京都内） 

   

 

 

 

平成 26年度予算編成に向けての

要望活動並びに議員連盟との要

望懇談及び総務省への要望活動 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年 

７月頃 

 

役員会 

（於：沖縄県宮古島市） 

 

 

 

 

 

 

総会等について 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 他   

 



- 10 - 

議案第５号 

平成２５年度 収支予算（案） 

 
○ 収 入                            （単位：円） 

項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 説   明 

会     費 600,000 580,000 20,000 
平成 25年度会費 

30議会×20,000 

負 担 金 300,000 300,000 0 会議出席者負担金 

預 金 利 息 595 964 △369 預金利息 

繰 越 金 481,405 483,036 △1,631 前年度繰越金 

計 1,382,000 1,364,000 18,000  

 

○ 支 出                             （単位：円） 

項 目 本年度予算額 前年度予算額 比 較 説   明 

会 議 費 750,000 700,000 50,000 
総会・意見交換会  

役員会・意見交換会 

事 業 費 120,000 186,000 △66,000 

要望・加入促進活動費  

100,000 

ホームページ変更経費 

  20,000 

事 

務 

費 

事務委託費 170,000 170,000 0 
全国町村議長会負担金 

 170,000 

印刷製本費 30,000 30,000 0 総会会議資料印刷代 

役 務 費 20,000 20,000 0 切手代 

事 務 雑 費 30,000 20,000 10,000 事務消耗品等 

予 備 費 262,000 238,000 24,000  

計 1,382,000  1,364,000  18,000  
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議案第６号 

 

防衛省全国情報施設協議会会則の一部を改正する会則（案） 
 

 

防衛省全国情報施設協議会会則の一部を次のように改正する。 

 

第６条第１項中「副会長 ４名」を「副会長 ５名」に改める。 

 

  附 則 

 この会則は、平成２５年７月３０日から施行する。 

 

 

 

防衛省全国情報施設協議会会則 新旧対照表 

改 正 案 現   行 

 

第 1条～第 5条 （略） 

 

（役  員） 

第 6条  この協議会に次の役員を置く。 

          会    長         １  名 

          副 会 長         ５  名 

          監    査         ２  名 

          理    事         若干名   

  ２  役員は総会で選出する。ただし、会長及

び副会長は、理事の互選による。 

  ３  理事は、各地方ブロック１～３名とす

る。 

  ４  前項のほか、会長は、会員の中から理事

を若干名指名することができる。 

  ５  会長は、必要に応じ相談役を委嘱するこ

とができる。 

６  役員の任期は、２年とする。ただし、再

任を妨げない。 

  ７  役員は、その任期が満了しても、後任者

が就任するまでの間、引き続きその職務を

行うものとする。 

  ８  理事選出の地方ブロックは、北海道、東

北、関東・中部、近畿・中国、九州、沖縄

とする。 

 

第 7条～第 11条 （略） 

 

 

第 1条～第 5条 （略） 

 

（役  員） 

第 6条  この協議会に次の役員を置く。 

          会    長         １  名 

          副 会 長         ４  名 

          監    査         ２  名 

          理    事         若干名   

  ２  役員は総会で選出する。ただし、会長及

び副会長は、理事の互選による。 

  ３  理事は、各地方ブロック１～３名とす

る。 

  ４  前項のほか、会長は、会員の中から理事

を若干名指名することができる。 

  ５  会長は、必要に応じ相談役を委嘱するこ

とができる。 

  ６  役員の任期は、２年とする。ただし、再

任を妨げない。 

  ７  役員は、その任期が満了しても、後任者

が就任するまでの間、引き続きその職務を

行うものとする。 

  ８  理事選出の地方ブロックは、北海道、東

北、関東・中部、近畿・中国、九州、沖縄

とする。 

 

第 7条～第 11条 （略） 
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議案第７号 

役 員 改 選 
 

ブロック 市町村議会名 改正案 
 

現  行 

北海道 

稚 内 市 
  

会  長 

当 別 町 
  

理  事 

奥 尻 町 
  

理  事 

網 走 市 
   

根 室 市 
   

え り も 町 
   

東 北 

む つ 市 
  

理  事 

山 田 町 
  

理  事 

男 鹿 市 
  

副会長 

川 内 村 
   

北 陸 

輪 島 市 
  

副会長 

新 発 田 市 
   

佐 渡 市 
   

関 東 
ふじみ野市 

  
監  査 

南 房 総 市 
   

東 海 御 前 崎 市 
  

理  事 

近 畿 
串 本 町 

  
理  事 

京 丹 後 市 
   

中 国 
松 江 市 

  
副会長 

萩 市 
  

監  査 

九 州 

神 埼 市 
  

理  事 

対 馬 市 
   

五 島 市 
  

副会長 

串 間 市 
   

筑 前 町 
  

理  事 

知 名 町 
   

喜 界 町 
   

沖 縄 

久 米 島 町 
   

宮 古 島 市 
  

理   事 

糸 満 市 
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防 衛 省 全 国 情 報 施 設 協 議 会 会 則（案） 

 

（名    称） 

第 1条  この協議会は、防衛省全国情報施設協議会という。 

 

（組    織） 

第 2条  この協議会は、レーダーサイト及び通信傍受施設の所在する市町村の議

会議長をもって組織する。          

 

（目    的） 

第 3条  この協議会は、防衛思想の普及と防衛関係補助金及び交付金等の調査・

研究並びにその具体的方策を強力に推進することを目的とする。 

 

（事 務 所） 

第 4条  この協議会の事務所は、会長担当議会事務局に置く。また、総会におい

て、必要と認めた場合は、事務の一部を委託することが出来る。 

 

（事    業） 

第 5条  この協議会は、次の事業を行う。 

（１） 基地が所在する事由で発生するすべての事項について調査・研究する。 

（２） 調査・研究のうえ具体的に施策をまとめる。 

（３） その他本協議会の目的達成に必要な事項。 

 

（役    員） 

第 6条  この協議会に次の役員を置く。 

          会    長         １  名 

          副 会 長         ５  名 

          監    査         ２  名 

          理    事         若干名   

  ２  役員は総会で選出する。ただし、会長及び副会長は、理事の互選による。 

  ３  理事は、各地方ブロック１～３名とする。 

  ４  前項のほか、会長は、会員の中から理事を若干名指名することができる。 

  ５  会長は、必要に応じ相談役を委嘱することができる。 

  ６  役員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

  ７  役員は、その任期が満了しても、後任者が就任するまでの間、引き続きそ

の職務を行うものとする。 

  ８  理事選出の地方ブロックは、北海道、東北、関東・中部、近畿・中国、九

州、沖縄とする。 
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（総会、役員会） 

第７条 この協議会は、定期総会及び役員会とし、会長が招集する。 

  ２ この会は、会長が議長となり、可否同数の場合は、議長の決するところに

よる。 

 

（会     計） 

第８条 この協議会の経費は、会費、負担金及びその他の収入をもってあてる。 

  ２ 会費及び負担金は、総会で決める。 

 

（部     会） 

第９条 各地方ブロックは、部会を構成し、随時調査研究を行うことが出来る。 

  ２ 部会の経費は、各地方ブロックで負担するものとする。 

 

（会則の改廃） 

第１０条  この会則の改廃は、総会において出席者の三分の二以上の者の、同意

を得なければならない。 

 

（細     則） 

第１１条  この会則に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。 

 

      附  則 

  この会則は、平成１３年８月２１日から施行する。 

  この会則は、平成１５年８月２１日から施行する。 

  この会則は、平成１７年８月１８日から施行する。 

 この会則は、平成１９年２月９日から施行する。 

 この会則は、平成２３年７月２９日から施行する。 

 この会則は、平成２５年７月３０日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




